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写しを備えるものであります。 
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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第111期

第３四半期連結
累計期間 

第112期
第３四半期連結

累計期間 

第111期
第３四半期連結

会計期間 

第112期 
第３四半期連結 

会計期間 
第111期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  10,719,598  13,181,283  3,956,125  4,587,829  14,921,166

経常利益（千円）  1,043,929  1,801,190  458,973  538,385  1,594,144

四半期（当期）純利益（千円）  626,976  1,124,302  275,397  321,557  898,869

純資産額（千円） － －  12,694,839  13,945,544  12,978,030

総資産額（千円） － －  19,729,554  21,605,094  20,523,827

１株当たり純資産額（円） － －  1,686.01  1,852.13  1,723.62

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 83.27  149.32  36.58  42.71  119.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－  － －  －  －

自己資本比率（％） － －  64.3  64.5  63.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,672,301  1,669,802 － －  2,519,271

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △77,773  △14,574 － －  △1,611,291

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △279,834  △377,915 － －  △363,422

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  3,406,995  3,914,172  2,636,859

従業員数（人） － －  280  287  278

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】
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(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書で記載し

ております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書で記載してお

ります。 

  

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 287  (109)

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 242  (81)
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価額により算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価額により算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

前年同四半期比（％）

特殊鋼事業（千円）  3,803,404  －

不動産賃貸事業（千円）  －  －

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比

（％） 
受注残高（千円） 

前年同四半期比
（％） 

特殊鋼事業  4,325,772  －  5,058,384  －

不動産賃貸事業  －  －  －  －

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

前年同四半期比（％）

特殊鋼事業（千円）  4,026,248  －

不動産賃貸事業（千円）  561,580  －

合計  4,587,829  －

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

大同興業㈱  651,596  16.5  891,267  19.4

(同)西友  522,549  13.2  520,242  11.3

愛三工業㈱  428,283  10.8  431,023  9.4

２【事業等のリスク】
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    当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

   

(1）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした経済成長や政府の景気刺激策等により一

部で回復傾向が見られましたが、雇用情勢は依然として厳しく、海外景気の下振れ懸念や円高の進行など、景気は

先行き不透明な状況が続いております。 

 特殊鋼業界の主要需要先である自動車業界におきましては、エコカー補助、減税政策により、期前半は概ね好調

に推移したものの、購入支援政策の一部終了に伴う反動や円高などにより、足元では減速感が増してきておりま

す。 

 このような環境の中で、当社グループの特殊鋼事業につきましては、業績回復に向けた拡販戦略に注力したほ

か、全社を挙げた原価低減活動、生産性の向上を進め企業体質の強化に努めてまいりました。一方で、不動産賃貸

事業につきましても、より一層のサービス向上に努めてまいりました。 

 その結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は、前年同四半期に比べ631百万円増の4,587百万円となり

ました。収益面では、経常利益が前年同四半期に比べ79百万円増の538百万円、四半期純利益は前年同四半期に比

べ46百万円増の321百万円となりました。 

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ①特殊鋼事業 

 売上高は前年同四半期に比べ647百万円増の4,026百万円、営業利益は92百万円増の343百万円となりまし

た。 

 ②不動産賃貸事業 

 売上高は前年同四半期に比べ15百万円減の561百万円、営業利益は15百万円減の185百万円となりました。 

  

(2）資産、負債および純資産の状況 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ1,081百万円増加し、21,605百万円と

なりました。主な要因は、土地の増加額934百万円によるものであります。 

 一方、当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ113百万円増加し、7,659百万円となりま

した。主な要因は、支払手形及び買掛金の増加額291百万円、長期借入金の減少額250百万円によるものでありま

す。 

 また、当第３四半期連結会計期間末の純資産は、四半期純利益1,124百万円を主な要因として、前連結会計年度

末に比べ967百万円増加し、13,945百万円となりました。以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の

63.2％から1.3ポイント増加し、64.5％となりました。 

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半

期連結会計期間末に比べ49百万円増加し、3,914百万円となりました。 

  

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金収支は、416百万円の増加（前年同四半期は280百万円の

増加）となりました。これは、税金等調整前四半期純利益538百万円に、プラス要因として、仕入債務の増加額235

百万円、減価償却費181百万円等、マイナス要因として、たな卸資産の増加額331百万円、法人税等の支払額262百

万円等を調整した結果によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金収支は、215百万円の減少（前年同四半期は139百万円の

増加）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出228百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金収支は、150百万円の減少（前年同四半期は45百万円の

減少）となりました。これは、長期借入金の返済による支出83百万円、配当金の支払額67百万円によるものであり

ます。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2011/02/09 18:14:1710706677_第３四半期報告書_20110209181409

- 4 -



(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、31百万円（売上金額比0.7%)であり

ます。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,200,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日） 

上場金融商品取引所名 
または登録認可金融商
品取引業協会名 

内容

普通株式  7,550,000  7,550,000

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）  

単元株式数は100

株であります。 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額（千円） 

資本準備金
残高（千円）

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日 
 －  7,550,000  －  827,500  －  560,772

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  

①【発行済株式】  

  

②【自己株式等】 

（注）当第３四半期会計期間末における自己株式数は20,554株であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ 

    り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      20,500
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,526,000  75,260 － 

単元未満株式 普通株式       3,500 － － 

発行済株式総数  7,550,000 － － 

総株主の議決権 －  75,260 － 

  平成22年12月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

東北特殊鋼株式会社 

仙台市太白区長町 

七丁目20-1 
 20,500  －  20,500  0.27

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

4月 
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

最高（円）  911  940  905  865  845  886  849  855  1,150

最低（円）  827  838  840  788  775  810  802  793  825

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。  

  

第５【経理の状況】

2011/02/09 18:14:1710706677_第３四半期報告書_20110209181409

- 9 -



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,964,172 3,836,859

受取手形及び売掛金 ※2  3,020,437 3,084,030

有価証券 202,566 200,009

商品及び製品 461,868 372,405

仕掛品 1,054,605 766,865

原材料及び貯蔵品 614,049 575,923

繰延税金資産 158,899 204,666

その他 21,635 17,175

貸倒引当金 △494 △464

流動資産合計 9,497,741 9,057,472

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  6,614,266 ※1  6,907,811

機械装置及び運搬具（純額） ※1  1,133,169 ※1  1,099,660

工具、器具及び備品（純額） ※1  58,520 ※1  63,720

土地 2,257,953 1,323,048

建設仮勘定 319,925 141,934

有形固定資産合計 10,383,835 9,536,175

無形固定資産 75,887 94,154

投資その他の資産   

投資有価証券 1,256,175 1,409,769

従業員に対する長期貸付金 906 2,166

繰延税金資産 247,548 255,396

その他 144,467 170,297

貸倒引当金 △1,467 △1,603

投資その他の資産合計 1,647,629 1,836,025

固定資産合計 12,107,353 11,466,355

資産合計 21,605,094 20,523,827
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  1,628,059 1,336,548

短期借入金 333,852 333,852

未払法人税等 423,803 377,503

賞与引当金 146,150 242,021

その他 ※2  571,851 438,045

流動負債合計 3,103,716 2,727,971

固定負債   

長期借入金 332,296 582,685

繰延税金負債 73,819 81,550

長期預り金 3,689,862 3,677,862

修繕引当金 333,010 327,367

退職給付引当金 18,855 19,101

役員退職慰労引当金 － 61,259

環境対策引当金 68,000 68,000

その他 39,990 －

固定負債合計 4,555,833 4,817,825

負債合計 7,659,549 7,545,796

純資産の部   

株主資本   

資本金 827,500 827,500

資本剰余金 560,993 560,993

利益剰余金 12,397,024 11,400,722

自己株式 △17,647 △17,577

株主資本合計 13,767,870 12,771,637

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 177,674 206,393

評価・換算差額等合計 177,674 206,393

純資産合計 13,945,544 12,978,030

負債純資産合計 21,605,094 20,523,827
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 10,719,598 13,181,283

売上原価 8,888,856 10,497,443

売上総利益 1,830,741 2,683,840

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 192,977 251,617

給料及び手当 211,466 215,277

賞与引当金繰入額 25,486 28,671

退職給付費用 12,772 10,891

役員退職慰労引当金繰入額 11,636 4,721

その他 354,063 399,211

販売費及び一般管理費合計 808,401 910,389

営業利益 1,022,339 1,773,450

営業外収益   

受取利息 8,102 9,057

受取配当金 8,495 8,590

投資有価証券売却益 3,138 －

仕入割引 9,455 17,435

保険返戻金 16,850 －

助成金収入 13,298 －

その他 10,046 13,687

営業外収益合計 69,386 48,769

営業外費用   

支払利息 10,187 8,000

固定資産除却損 30,477 －

売上割引 5,818 10,168

その他 1,313 2,859

営業外費用合計 47,796 21,028

経常利益 1,043,929 1,801,190

特別利益   

契約解約益 － ※1  78,236

特別利益合計 － 78,236

税金等調整前四半期純利益 1,043,929 1,879,427

法人税、住民税及び事業税 247,936 690,094

法人税等調整額 169,017 65,029

法人税等合計 416,953 755,124

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,124,302

四半期純利益 626,976 1,124,302
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 3,956,125 4,587,829

売上原価 3,219,857 3,747,888

売上総利益 736,267 839,940

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 71,476 88,549

給料及び手当 56,807 52,620

賞与引当金繰入額 25,486 28,671

退職給付費用 2,397 2,303

役員退職慰労引当金繰入額 4,161 －

その他 123,086 138,205

販売費及び一般管理費合計 283,414 310,350

営業利益 452,853 529,590

営業外収益   

受取利息 2,570 3,218

受取配当金 3,150 3,856

仕入割引 4,057 7,105

その他 2,166 1,928

営業外収益合計 11,945 16,108

営業外費用   

支払利息 3,327 2,398

固定資産除却損 － 1,138

売上割引 2,280 3,505

その他 217 271

営業外費用合計 5,825 7,313

経常利益 458,973 538,385

税金等調整前四半期純利益 458,973 538,385

法人税、住民税及び事業税 95,578 164,476

法人税等調整額 87,997 52,352

法人税等合計 183,576 216,828

少数株主損益調整前四半期純利益 － 321,557

四半期純利益 275,397 321,557
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,043,929 1,879,427

減価償却費 555,356 531,670

貸倒引当金の増減額（△は減少） △458 △106

賞与引当金の増減額（△は減少） △131,036 △95,871

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,500 △8,400

修繕引当金の増減額（△は減少） △72,934 5,643

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,482 △246

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,664 △61,259

受取利息及び受取配当金 △16,597 △17,647

支払利息 10,187 8,000

投資有価証券売却損益（△は益） △3,138 －

有形固定資産除却損 30,477 1,461

売上債権の増減額（△は増加） △235,439 63,593

たな卸資産の増減額（△は増加） 752,752 △415,328

仕入債務の増減額（△は減少） 253,114 291,511

未収消費税等の増減額（△は増加） 33,385 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 53,232 △35,303

その他の資産の増減額（△は増加） 7,883 10,388

その他の負債の増減額（△は減少） 66,453 141,580

小計 2,337,487 2,299,113

利息及び配当金の受取額 20,219 19,825

利息の支払額 △10,172 △7,451

法人税等の支払額 △675,233 △641,684

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,672,301 1,669,802

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △50,000

定期預金の払戻による収入 － 1,200,000

有価証券の償還による収入 500,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △375,218 △1,281,910

有形固定資産の除却による支出 △15,730 －

無形固定資産の取得による支出 △485 △4,334

投資有価証券の取得による支出 △202,833 △103,500

投資有価証券の売却による収入 8,100 －

投資有価証券の償還による収入 4,500 4,500

貸付けによる支出 △800 △570

貸付金の回収による収入 2,533 1,830

長期預り金の受入による収入 － 12,000

その他 2,160 7,410

投資活動によるキャッシュ・フロー △77,773 △14,574

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △181,386 △250,389

自己株式の取得による支出 △488 △69

配当金の支払額 △97,960 △127,456

財務活動によるキャッシュ・フロー △279,834 △377,915

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,314,693 1,277,313

現金及び現金同等物の期首残高 2,092,301 2,636,859

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,406,995 ※1  3,914,172
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）  

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

  これによる損益に与える影響はありません。  

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

  

 前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「保険返戻金」（当第３四半期連結累計期間4,673

千円）は、金額的重要性が低くなったため、当第３四半期連結累計期間においては、営業外収益の「その他」に含

めて表示しております。 

  

 前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「助成金収入」（当第３四半期連結累計期間932千

円）は、金額的重要性が低くなったため、当第３四半期連結累計期間においては、営業外収益の「その他」に含め

て表示しております。 

  

 前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「固定資産除却損」（当第３四半期連結累計期間

1,461千円）は、金額的重要性が低くなったため、当第３四半期連結累計期間においては、営業外費用の「その他」

に含めて表示しております。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

  

 前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」

は、金額的重要性が高くなったため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３

四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は29千円であります。 

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第３四半期連結累計期間  
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年12月31日） 

棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により

算定する方法によっております。 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（役員退職慰労引当金） 

当社及び連結子会社は、平成22年６月29日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切

り支給を決議いたしました。 

これに伴い、当社及び連結子会社の「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、打ち切り支給額の未払い分39,990

千円を長期未払金として計上し固定負債の「その他」に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

項目 
当第３四半期連結会計期間末

（平成22年12月31日） 
前連結会計年度末 

（平成22年３月31日） 

※１．減価償却累計額   千円 12,385,548 千円 11,894,450

※２．期末日満期手形等の会

計処理 

 当第３四半期連結会計期間末は、金融

機関の休日でありましたが、満期日に決

済が行われたものとして処理しておりま

す。 

 当第３四半期連結会計期間末残高から

除かれている第３四半期連結会計期間末

日満期手形等は、次のとおりでありま

す。 

 ────── 

  受取手形 112,118千円

売掛金（期日現金） 212,924千円

支払手形 7,058千円

買掛金（期日振込） 105,585千円

その他（未払金（設備）

（期日振込）） 10,916千円

受取手形裏書譲渡高 13,000千円
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

（四半期連結損益計算書関係）

項目 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１．契約解約益 ──────  契約解約益は、自家発電用燃料の

購買取引契約を解約したことによる

ものであります。  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定 3,406,995

現金及び現金同等物 3,406,995

  （千円）

現金及び預金勘定 

預入期間が３ヶ月を超える定期 

預金 

3,964,172

△50,000

現金及び現金同等物 3,914,172

（株主資本等関係）

普通株式  7,550,000株 

普通株式 20,554株 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 60,236 8.00  平成22年３月31日  平成22年６月30日 利益剰余金 

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式 67,765 9.00  平成22年９月30日  平成22年11月25日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、市場の類似性等を基に、「特殊鋼事業」と「不動産賃貸事業」とに区分しております。 

２．各事業の主な製品 

［特殊鋼事業］ 

特殊鋼鋼材……耐熱鋼、磁性材料、ステンレス鋼、合金鋼等 

加工製品………機械加工品 

熱処理加工……熱処理品  

［不動産賃貸事業］ 

土地賃貸、建物等賃貸、メンテナンス業  

３．配賦不能営業費用はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しておりま

す。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しておりま

す。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
特殊鋼事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売  上  高           

(1）外部顧客に対する売上高  3,378,565  577,560  3,956,125  (－)  3,956,125

(2）セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

－ － －  (－) －

計  3,378,565  577,560  3,956,125  (－)  3,956,125

営 業 利 益  251,821  201,032  452,853  (－)  452,853

  
特殊鋼事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売  上  高           

(1）外部顧客に対する売上高  9,097,891  1,621,706  10,719,598  (－)  10,719,598

(2）セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

－ － －  (－) －

計  9,097,891  1,621,706  10,719,598  (－)  10,719,598

営 業 利 益  338,953  683,386  1,022,339  (－)  1,022,339

【所在地別セグメント情報】
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………韓国、インド、中国、台湾、タイ、インドネシア 

(2）ヨーロッパ……ドイツ 

(3）アメリカ………アメリカ、ブラジル 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、当社を中心に各種特殊鋼鋼材の製造・販売を主たる事業とする一方で、当社旧長町工場跡地を再

開発し、子会社において不動産賃貸業を展開しております。 

したがって、当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「特殊鋼事業」、「不動産賃

貸事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「特殊鋼事業」は、主に自動車関連製品向けの耐熱鋼、磁性材料等を製造しているほか、機械加工、熱処理加工を

行っております。「不動産賃貸事業」は、主に大型商業施設や賃貸住宅等を賃貸し、メンテナンス業務を請負ってお

ります。  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

（注）セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

【海外売上高】

  アジア ヨーロッパ アメリカ 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  715,285  110,479  28,205  853,970

Ⅱ 連結売上高（千円）        3,956,125

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 18.1  2.8  0.7  21.6

  アジア ヨーロッパ アメリカ 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,819,202  260,934  51,361  2,131,498

Ⅱ 連結売上高（千円）        10,719,598

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 17.0  2.4  0.5  19.9

【セグメント情報】

  
特殊鋼事業
（千円） 

不動産賃貸事業 
（千円） 

合計（千円）

売  上  高  

 外部顧客への売上高  11,554,367  1,626,915  13,181,283

 セグメント間の内部売上高又は振替高 －  － －

計  11,554,367  1,626,915  13,181,283

セグメント利益  1,099,545  673,905  1,773,450
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当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

（注）セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

（賃貸等不動産関係） 

 当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

  

  

  
特殊鋼事業
（千円） 

不動産賃貸事業 
（千円） 

合計（千円）

売  上  高  

 外部顧客への売上高  4,026,248  561,580  4,587,829

 セグメント間の内部売上高又は振替高 －  － －

計  4,026,248  561,580  4,587,829

セグメント利益  343,889  185,701  529,590

四半期連結会計期間末の時価 22,625,102千円

四半期連結貸借対照表計上額 7,461,001千円
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,852.13円 １株当たり純資産額 1,723.62円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 83.27円

  

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 

  

 潜在株式が存在

しないため、記載

しておりません。 

  

１株当たり四半期純利益金額 149.32円

  

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 

  

 潜在株式が存在

しないため、記載

しておりません。 

  

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  626,976  1,124,302

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  626,976  1,124,302

期中平均株式数（株）  7,529,694  7,529,491

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 36.58円

  

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 

  

 潜在株式が存在

しないため、記載

しておりません。 

  

１株当たり四半期純利益金額 42.71円

  

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 

  

 潜在株式が存在

しないため、記載

しておりません。 

  

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  275,397  321,557

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  275,397  321,557

期中平均株式数（株）  7,529,536  7,529,446
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 平成22年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………67,765千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………９円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年11月25日 

 （注） 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

 当社は、平成23年２月３日開催の取締役会において、海外子会社を設立する旨の決議をいたしました。 

 １．会社設立の趣旨 

   アジア地域を中心とした市場の開拓とコスト競争力の更なる強化を図るため、タイに製造販売子会社を設立いた

  します。 

 ２．設立子会社の内容 

   (1)商号    未定 

   (2)所在地   タイ王国 チョンブリ県（予定）  

   (3)事業内容  特殊鋼加工製品の製造および販売 

   (4)資本金   約３億円 

   (5)設立時期  平成23年４月（予定） 

   (6)出資比率  100%  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月12日

東北特殊鋼株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 今野 利明  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小池 伸城  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東北特殊鋼株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東北特殊鋼株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月10日

東北特殊鋼株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 今野 利明  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 小池 伸城  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東北特殊鋼株式

会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平

成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東北特殊鋼株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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